
様式第3号(第12条関係) 

審議会等の会議の記録 

会 議 の 名 称  令和７年度 伊勢崎市人権教育推進委員会 

開 催 日 時  令和７年７月３日（木）午前１０時００分～午前１１時５０分 

開 催 場 所  伊勢崎市役所 東館５階 第１会議室 

出 席 者 氏 名 

【委員 ２６名】（欠席７名） 

櫻井委員、関根委員、清水(高)委員、茂木委員、小保方委員、 

関川委員、中山委員、橋場委員、大前委員、 

眞下委員、田貝委員、藤本委員、清水(義)委員、水谷委員、 

石井委員、山岸委員、鍋谷委員 

三好委員、二上委員、細井委員、田部井委員、川端委員、 

神保委員、菊地委員、神立委員、髙橋委員 

 

【学校教育課 ２名】【生涯学習課 ４名】【人権課 ３名】 

 

傍 聴 人 数  ０人（公開） 

会 議 の 議 題 

１ 開 会 

２ 委嘱状交付 

３ あいさつ       

４ 委員紹介（自己紹介） 

５ 職員紹介（自己紹介） 

６ 報告 

（１）副委員長の選出について 

（２）伊勢崎市人権教育基本方針、人権教育行政構想について 

７ 協議（議長による進行） 

（１）令和７年度人権教育・人権啓発事業について 

  〇学校教育課  〇生涯学習課  〇人権課 

（２）その他 

８ 人権講話及びビデオ視聴 

  講話「マイクロアグレッション」 

  人権啓発ビデオ「言葉があるから」 

９ 閉 会 

会 議 資 料 の 内 容 

○ 令和７年度伊勢崎市人権教育推進委員会委員名簿 

○ 伊勢崎市人権教育基本方針 

○ 伊勢崎市人権教育行政構想 

〇 令和６年度人権教育・啓発部課別事業報告 

〇 令和７年度人権教育・啓発部課別事業計画 

〇 伊勢崎市人権教育推進委員会条例 

〇 伊勢崎市人権教育推進委員会規則 



【参考資料】 

・人権啓発カレンダー 

・人権のまちづくり講演会チラシ 

会 議 に お け る

議 事 の 経 過

及 び 発 言 の 要 旨 

１ 開 会 

 

２ 委嘱状交付  代表して１名（櫻井委員） 

 

３ あいさつ 

  伊勢崎市人権教育推進委員会委員長 三好 賢治      

 

４ 委員紹介（自己紹介） 

 

５ 職員紹介（自己紹介） 

 

６ 報告 

（１）副委員長の選出について 

  副委員長２名（二上委員、細井委員）より あいさつ 

（２）伊勢崎市人権教育基本方針、人権教育行政構想について 

【生涯学習課】伊勢崎市人権教育基本方針、 

人権教育行政構想についての説明 

 

７ 協議（委員長による進行） 

（１）令和７年度人権教育・人権啓発事業について 

  〇学校教育課 

  〇生涯学習課 

  〇人権課 

 

【委員】幼稚園にも外国籍の子供が通っている。その家庭とスムー

ズに連絡が取れているのか心配。たくさんの国の子供が学

校にも通っていて、お便りも6カ国に対応しているという

ことだが、それ以外の言語のお便りなどに対応できないの

か。 

【学校教育課】翻訳機等を使いながら、現状も広く対応している。

翻訳業務において、今すぐにすべての言語に対応する

ことは難しいが、今後もできる限りの対応をしてい

く。 

【委員長】パンフレット等の翻訳が６言語であるが、他の言語の人

にも翻訳機等を使いながら個別に対応している。市内の小

中学校に在籍する３１か国の子供たちが困らないように努

めていく。 

 

（２）その他 

【委員】本校でも人権教育を推進する上での取り組みを行ってい

る。本校にも外国籍の生徒がいるが、各家庭と丁寧に連絡

をとりながら、コミュニケーションを図っている。翻訳機

を使用し、やり取りをすることもある。 

① 情報モラル等の人権教育が公民館講座に入っているの

か。 

② 社会教育の場でもそういった(外国籍も含めて)生徒や



家庭が学べる場はあるのか。 

 

【生涯学習課】①情報モラル教育については、公民館のプログラミ

ング講座の中で行っている。昨年度は夏休み向け

講座として１８講座実施。総務省の資料を活用し

て、情報モラルについて学ぶ機会をもった。 

②人権教育を学ぶ場としては、親子ビデオシアター

を集会所事業として実施。公民館では、外国籍の

方々を対象とした相談会を実施し、多文化共生に

努めている。小学校では、市内１２教室で放課後

子供教室を実施しており、外国籍児童も参加して

いる。 

【委員長】人権教育は、学校教育だけでなく、地域社会とともに取

り組んでいくものである。取組を発信していき、協力を得

ながら進めていきたい。 

 

【委員】学校教育では人権教育が行われているが、ジェンダー

ギャップが社会では解消されていないと感じる。男女共同

参画については、講演会に多くの予算が費やされている。

例えば、育児休暇を取得できる男性が増えるよう、もう少

し中小企業にも予算を組み込み、学校教育の成果を社会に

も反映させる取組を考えてほしい。アンケート実施をする

ことでも意識づけはできると考える。 

【人権課】８００の事業所で意識調査アンケートを実施した。男性

の育児休暇については、平成３０年度に取得している男性

の割合が７％だったが、令和５年度には３２％に伸びてい

る。さらに改善するように今後も検討していく。 

 

【委員長】本日いただいたご意見・ご質問に心から感謝申し上げま

す。各担当課はもとより、それぞれの立場での役割を考

えながら、この人権課題に取り組んでいくことが大切で

あると考えています。これからも、みなさんのご協力を

お願いしたい。 

 

８ 人権講話及びビデオ視聴 

  〇人権講話「マイクロアグレッション」について 

  【講師】人権課 羽生田人権啓発指導員 

〇人権啓発ビデオ「言葉があるから」 

 

９ 閉 会 

 

 


